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1．はじめに
　明治大学商学部の現代GP「広域連携支援プログラムー千代田区＝首都圏ECM（Education
Chain　Management）一」は，2005年度に文部科学省より採択されてから今日まで多くの成
果を生み出しながら，いよいよ今年度は4年間の取組期間を終了する年度となった。当該現代
GPプログラムは，これまで大学との繋がり（枝）のなかった企業・公共機関や社会との間でエ
デュケーションチェーン（以下，「EC」）を構築することで，新たな協力関係を形成する役割を
果たしてきた。その典型例が，「なごみま鮮果」による，明大商学部と三浦市・千代田区との間
のネットワーキングであろう。こうした当該現代GPのネットワーキングを通して，従来は特別
な繋がりのなかった地域との間の関係（非連結のネットワーク）を，連結ネットワークへと上昇
させてきたのである。
　本研究は，筆者ら（金子・山下）の先行研究［1］における「経営情報学的ネットワーク論」の
立場から，当該現代GPプログラムが大学と社会に果たしてきた役割を論じるものである。そこ
で，まずECMの概念を概説するとともに，当該GPの産学連携とエデュケーションチェーン構
築の関係について整理する。次に，筆者ら［1］の「経営情報学的ネットワーク論」に基づき，
「ネットワーク」というシステムの多義性を指摘する。その上で，「ネットワークらしさ」［1］の
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観点からネットワークをクラス0～クラス6に分類し，当該GPの活動が大学と社会，あるいは
企業や公共機関との間のクラス0の関係（Phase　O）をクラス1へ（Phase　1），そしてクラス6
へ（Phase　2）と上昇させてきたことを示唆すると同時に，このような活動こそが「大学と社会
のネットワーキング」であるという視点を提示する。こうした議論により，当該GPの活動が大
学と社会のネットワーキングに果たしてきた役割を，「経営情報学的ネットワーク論」の枠組み
に沿って検討していくことにする。
2．明治大学商学部の現代GPにおけるエデュケーションチェーンの構築
　2005年度に文部科学省より採択の通知を受けた現代GP「広域連携支援プログラムー千代田
区＝首都圏ECM」も，早いもので今年度は取組の最終年度となった。2005年の申請時に，文部
科学省の募集する現代GP「広域展開型の地域活性化への貢献」に対しては，全国から100件強
の応募があり，書類選考とヒアリングを経て18件のみが採択されたという狭き門であった。そ
の中で，当該現代GPが採択されたことは，本学商学部の教育水準の高さを示す結果であろう。
　当該現代GPにおいて核となるコンセプトが，サブ・タイトルにもあるエデュケーションチェー
ンのマネジメント（ECM［2］，［3］）である。　ECMは，大学と企業，さらには行政や地域とのコ
ラボレーションによる教育連鎖の構築と，人材育成の「全体最適化」をめざすものであり，筆者
が研究代表者を務めていた「文部科学省学術フロンティア推進事業」のSCM（Supply　Chain
Management）研究（2002年度～2006年度）と，筆者が属していた科研費研究「ジョブ・イン
ターンシップと人材情報システム」（2004年度～2006年度）の活動から生み出されたコンセプト
である。
　これまで日本の多くの大学は，米国に見られるような産学協同のスタンスとは異なり，企業や
行政とは一線を画した活動を展開してきた。学問の自由・独立を最優先すべき理念として位置づ
け，学の独立を尊重するスタンスを優先してきたのである。このように企業や行政とは一線を画
した日本の大学のスタンスは，社会のさまざまな外圧に屈しない大学のオートノミー形成に大き
く貢献してきたが，一方で産業の発展，とりわけベンチャー・ビジネスの育成という面では足か
せとなってきたとする指摘も多い［2］。これをSCMやECMの視点で捉えると，「部分最適化」
に相当する［3］。
　そこで，産学連携を日本でも強化すべきという声が強くなりつつあり，多くの大学がそのため
の取組を開始している。大学の持つ頭脳・理論と企業の持つ資金力・実践力との間でシナジーを
生み出し，新たな技術・魅力ある新製品を開発しようとしているのである。これらは大学と企業
の間の，主に技術面・理論面でのコラボレーションであるが，このような流れとは異なる，大学
と企業・社会との「人材育成」面のコラボレーションがしだいに注目されつつある［2］。その典
型例が，ビジネス・スクールやMOTであり，インターンシップであろう。
　人材育成面に焦点を当てながら，大学と企業・社会との間のコラボレーションを捉えた場合，
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当該現代GPのECMという視点が浮上する。筆者ら［3］はこれに関して，社会で活躍する，あ
るいは産業の発展に寄与するような人材を育成するためには，大学と企業・社会との間のコラボ
レーションにより，ECの全体最適化を図る必要があることを指摘している。　ECMのコンセプ
トは，教育や人材育成の面においても，部分最適化でなく全体最適化をめざすべきとする考え方
に根ざしている。サプライチェーンと同様に，人材育成の連鎖（EC）においても，部分最適化
と全体最適化とは異なるのである。ECMは，こうした社会のECにおける全体最適化の発想の
みならず，「学生満足」（Student　Satisfaction；以下「SS」を重視する行動を根づかせる役割
を果たしうるのではないかと思われる。このSSは，　SCMにおける顧客満足（CS）に相当する
ものである［2］。
　当該現代GPは，以上のことをふまえ，大学のオートノミー，とりわけ研究における普遍性と
最適性を追究しながら，教育の面では社会連携や産学連携を推進し，人材育成の連鎖（EC）に
おける全体最適化とSSをめざすべく，大学と企業・公共機関や社会との間の連携を図ってきた
のである。
　ただしECMが，大学や大学院のみならず，高校・中学・小学校・幼稚園を含んだ，より広い
範囲が対象となりうる点に注意を要する。ECMは，大学・大学院と企業・行政・地域との関係
に特化したコンセプトではないのである。そういった意味において，ECMの研究課題は非常に
多いものと思われる。これに関して，筆者［2］は，ECMの領域に含まれる多くの研究課題を整
理しているが，本研究の主眼は，商学部の現代GPに置かれているため，大学と社会との間の関
係に焦点を当てた議論を展開していくことにする。
3．ネットワーク研究の多義性と「経営情報学的ネットワーク論」
　本研究は，前述のように，「経営情報学的ネットワーク論」に基づき，主として商学部の現代
GPが大学と社会において果たしてきた役割，とりわけ社会連携による地域活性化に対して果た
してきた役割を検討するものである。ここで「経営情報学的」であるのは，金子・山下［1］の指
摘する「ネットワーク」というシステムに対する2つの研究アプローチ，すなわち，
　　①経営学・組織論的ネットワーク論（意味論的ネットワーク）
　　②情報科学・グラフ理論的ネットワーク論（形式論的ネットワーク）
の両面からのアプローチを試みるからである。
　そこで，まず筆者の先行研究［4］に従って，システムSとネットワーク1＞Fの関係について考
えてみよう。システムとは，岩波国語辞典［5］によれば「多くの物事や一連の働きを秩序立てた
全体的なまとまり。体系。もっと狭くは，組織や制度」とされる。また，高津［6］は，「対象が，
複数の要素（element）からなり，要素間に何等かの意味で一定の関係（相互関係；interaction）
があり，全体として何等かの秩序性を有するとき，これをシステムと呼ぷ」としている。これは，
システムを相互に作用する要素の複合体と考えるBertalanffy［7］の立場と基本的に一致する。
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　以上のことをふまえると，システムには「要素」と「全体」があり，システムを捉える際の中
心的視点はこの「要素」と「全体」にあることがわかる。筆者［4］は，このような考え方に基づ
き，システムSは「有機的に結びついた複数の要素ei（i＝1，2，…，　n）の複合体であり，その複
合体は「全体」としてある特有の機能Pj（ゴ＝1，2，…，　m）を発揮する」という観点から，これ
を次のように定義している。
s＝｛E；P｝
　ただし，E＝｛ei｝，P＝｛Pj｝
（1）
（2）
　この定義をふまえると，個（要素ei）を持ち，個と個の関係（枝）により全体としてある特有
の機能p，を発揮するネットワーク1Vは，明らかにSに包含され，　Sの特別な場合であることが
わかる。それでは，ネットワーク1＞Fはどのように特別なのであろうか？
　この問題を統一的に論じることは容易でない。なぜなら，「ネットワーク」なる概念が多義的
であり，それぞれの領域によって異なった意味で使用されているからである。現在の企業にとっ
ても「ネットワーク」は，多くの意味で重要なキーワードとなっているのではないかと思われる。
それは，組織（ネットワーク型組織）やICT（情報ネットワーク，インターネット，　WWW），
さらには提携（企業間ネットワーク，WWWアライアンス［8］）等，企業活動の各側面に表れ
ている。また，大学にとってもこれは同様であろう。
　こうした「ネットワーク」の多義性に対して，これまで大きく2つのアプローチにより研究が
進められてきたように思われる。その一つは，情報理論・グラフ理論・確率過程論等に代表され
る数理的・統計的アプローチであり，筆者ら［1］は，これを，「ネットワークの持つシステムと
しての形式要件を連結性や確率によって記述する」という意味で「形式論的アプローチ」と呼ん
でいる。もう一つは，自律・分散・柔軟・多様・接続等，経営学や組織論に代表されるような，
ネットワークの持つ意味に注目したアプローチであり，これを「意味論的アプローチ」と呼んで
いる。
　上記の形式論的アプローチと意味論的アプローチが，互いに共通した視点を持ちながらも，そ
れぞれ独自の視点からの議論を展開してきたことが「ネットワーク」研究の複雑さを生み出して
おり，これらの両面をふまえた上での統一的アプローチが望まれる。本研究は，基本的にこうし
た観点から，明大商学部の現代GPが果たしてきた役割を考察するものである。
4．「ネットワークらしさ」によるネットワークのクラス分類
　ネットワークNが，個（要素）と枝（個と個の関係）を持つことは誰もが認めるところであ
ろう。また，個ei　’（要素）の個数n（要素数）が3以上であるシステムを指すことが一般的であ
る。なぜなら，n＝2の場合，連結グラフは1通りしかなく，後述のTree構造も完全グラフも
全く同一のグラフとなってしまい，連結密度や選択肢の大きさの議論が意味を持たないからであ
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る。
金子・山下［1］は，こうした2つの点をふまえると，下記のような，システムSがネットワー
クNであるための必要条件を導いている。
①システムSが個（要素）と枝（個と個の関係）を持つ
②システムSの要素数nが3以上（n≧3）のグラフGによって記述される。
　ここで，①と②の必要条件を満足するシステムSを考えると，明らかに「ネットワーグらし
いネットワーク」と「ネットワークとして位置づけることができるか否かの判断が微妙なネット
ワーク」が存在することがわかる。前者と後者の判断基準は，主として筆者ら［1］のいう「意味
論」の世界に含まれるものである。しかしながら，形式論と意味論の両面からのアプローチを試
みようとする本研究にとっては，形式論的ネットワークの議論のみならず，そこに意味論的ネッ
トワークの視点を持ち込むことは非常に有意義である。こうした考え方に基づき，形式論的アプ
ローチによるネットワークの議論の中に意味論的ネットワークの視点を埋め込むことにより，金
子・山下［1］は形式論的ネットワークを，以下のように∫ネットワークらしさ」で7つのクラス
に分類している。
　上記の「ネットワークとして位置づけることができるか否かの判断が微妙なネット，ワーク」の
典型的な例が，非連結グラフによって記述されるネットワークやTree構造のネットワークであ
ろう。意味論のみならず，形式論においても非連結グラフによって記述されるネットワークは
「最もネットワークらしくないネットワーク」であり，ネットワークとして位置づけないことも
多い。しかしながら，上記のように，本研究において従来は大学との繋がり（枝）のなかった地
域との間で，当該現代GPの活動を通して新たな関係を形成するプロセスに焦点を当てるとすれ
ば，非連結グラフによって記述されるシステムをネットワークとして位置づけることにより，こ
うしたネットワーキングのプロセスを研究対象に含あ，議論の一般化を図ることが可能になる。
そこで，金子・山下［1］は非連結グラフによって記述されるネットワークを「最もネットワーク
らしくないネットワーク」として位置づけ，これを「クラス0の（形式論的）ネットワーク」と
呼んでいる。ただし，すべての非連結グラフをネットワークとして位置づけるではなく，いずれ
かの「部分グラフ」が連結グラフとなっているような非連結グラフを，クラス0のネットワーク
として位置づけている。これにより，すべての個（要素）が孤立している，すなわち全く枝（個
と個の関係）のないグラフは，ネットワークに含まれないことになる。
　一方，意味論的ネットワークの議論においてしばしば注目される観点が，階層（ヒエラルキー）
的コントロールとネットワーク的コーディネーションとの比較である。こうした観点では，階層
（ヒエラルキー）がTree構造を意味し，コーディネーションは自律性や柔軟性と対応づけられ
る。両者（ヒエラルキーとネットワーク）を概ね背反な関係として捉えるのである。もし，両者
が背反な関係であるとすれば，Tree（階層・ヒエラルキー）構造のシステムはネットワークの
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中には含まれないことになる。しかしながら，情報科学の領域では，「Tree構造の（情報）ネッ
トワーク」という位置づけがなされることが一般的である。やはり，ネットワークの捉え方は多
様であり，それらの間に不整合が生じる場合も存在するのである。そこで，Tree構造のシステ
ムについて，もう少し掘り下げて検討していくことにしよう。
　Tree構造のシステムは「極小な連結グラフ」であり，わずか1つの枝（辺）であっても，こ
れを除去すると非連結グラフとなってしまう。逆にいえぱ，最も少ない枝でシステム全体の連結
性を確保することができる効率的なネットワークということにもなる。しかし，一般に意味論の
世界ではネットワーク1Vには，これよりも頑強な連結性が要求される。この頑強な連結性とは，
いかなるものであろうか？
　その一つが，ネットワーク1Vを構成する個eiが，複数の選択肢（コミュニケーション・チャ
ネル）を持つことであろう。複数の選択肢の存在によって，1つの枝（辺）を除去しても非連結
グラフとはならないため，相対的に頑強な連結性が確保されることになる。また，それぞれの時
点で柔軟な選択を行い，かつそれを個自身が決定する余地が生まれる。すなわち，システムに頑
強性と柔軟性・自律性が生まれるのである。これに対して，Tree構造ではこのような選択肢が
全く存在せず，柔軟性や自律性の発揮が困難である。この柔軟性と自律性の有無が，意味論的ア
プローチにとって重要であり，金子・山下［1］は形式論的アプローチの中でこうした意味論的視
点を尊重することにより，Tree構造のネットワークを，非連結ネットワークに次いで「ネット
ワークらしくないネットワーク」として位置づけ，「クラス1の（形式論的）ネットワーク」と
呼んでいる。
　とりわけ，当該現代GPにとって，上記のようなネットワーク・クラスの上昇の中でも，「非
連結ネットワークから連結ネットワークへのシフト」，言い換えれば「クラス0からクラス1へ
のシフト」は特に重要である。なぜなら，当該現代GPが，閉じた大学から開かれた大学へのシ
フトをめざしているからである。
　クラス0とクラス1の「ネットワークらしくないネットワーク」を明らかにしたならば，次の
課題はより「ネットワークらしいネットワーク」のクラスを設定していくことにある。この課題
に対して，金子・山下［1］は「ネットワークらしいネットワーク」を下記のようなクラス2～ク
ラス6に分類している。
〈ネットワークらしくないネットワーク〉
　●　クラス0：非連結グラフによって記述されるネットワーク
　●　クラス1：Tree（ヒエラルキー）構造のネットワーク
〈ネットワークらしいネットワーク〉
　●　クラス2：Treeでない分離可能な連結平面グラフ（1つ以上の節を持つ）
　●　クラス3：分離可能でなく，かつ極大でない連結平面グラフ（節を持たず極大でない）
（839）
●
??
　　　　現代GP「広域連携支援プログラム」に関するネットワーキング論
クラス4：極大平面グラフ（α＝3n－6）
　ただし，n：個（頂点）の数，α：枝（辺）の数
クラス5．：完全グラフでない連結非平面グラフ
クラス6：完全グラフ
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　ここで，ネットワークの要素数n＝3，4，5とn≧6のときに存在しうるネットワーク・クラ
スを整理すると，下記のようになる。
〈n＝3のときのネットワーク〉
　クラス0とクラス1とクラス6のみ
〈n＝4のときのネットワーク〉
　クラス0とクラス1とクラス2とクラス3とクラス6のみ
〈n＝5のときのネットワーク〉
　クラス0とクラス1とクラス2とクラス3とクラス4とクラス6のみ
〈n≧6のときのネットワーク〉
　すべてのクラスが存在
〈仮に，n＝2をネットワークに含めた場合〉
　　連結ネットワークが1通りであるため，それがTree（クラス1）でありながら，最も連
　結密度の高い完全グラフ（クラス6）ともなってしまう。
5．明治大学商学部における現代GPの地域連携によるネットワーク・クラスの
　上昇
　明治大学商学部の現代GPが大学と地域社会との間で新たなネットワークを生み出す役割を果
たしてきたことは，間違いないところであろう。例えば，「なごみま鮮果」，「神田ふれあい市場」，
「昌平小学校での商学部生による金銭教育」，「横須賀市のカレーによる地域活性化研究」等が，
大学と地域社会との間で新たなネットワークを生み出してきたのである。中でも「なごみま鮮果」
による本学商学部と三浦市・千代田区（神田）のネットワーキングは，その典型例であろう。
　ここでは，「なごみま鮮果」を事例として，本学と三浦市・千代田区（神田）との間のネット
ワーキングのプロセスを，図1のように，「ネットワーク・クラス」の側面から考察していくこ
とにする。
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クラス1
Phase　2
（840）
クラス6
図1　本学商学部と三浦市・千代田区との間の「なごみま鮮果」によるネットワーキング
　〈phase　O：当該現代GP採択以前〉
　本学商学部の3年生と4年生が学ぷ明治大学駿河台校舎は，千代田区に位置し，明治大学と千
代田区の間には従来よりさまざまなつながりを持っていた。一方で，三浦市と本学商学部・千代
田区との間に従来は特別なつながりはなかった。すなわち，当該現代GP採択以前は，図1のよ
うに，筆者ら［1］のいうクラス0のネットワーク（非連結のネットワーク）に相当していたので
ある。もちろん，本学商学部の学生や千代田区民が，三浦海岸に海水浴に行ったり，油壺や城ヶ
島に遊びに行ったりし，また三浦市民も千代田区を訪れることは，これまでも少なくなかったが，
特別な関係が存在していたわけではなかった。
　これが，当該現代GPの活動，そして「なごみま鮮果」の開店によって，下記のように，ネッ
トワーク・クラスを上昇させること（すなわち，本学商学部と三浦市・千代田区との間のネット
ワーキング）となったわけである。
　〈phase　l：当該現代GP採択後・「なごみま鮮果」開店以前〉
　当該現代GPが文部科学省より採択されると，本学商学部は「広域連携による首都圏自治体の
地域活性化」を図るべく，三浦市との連携（コラボレーション）を協議した。そして，本学商学
部と三浦市が共同で，千代田区神田の空き店舗に，学生自身が運営するアンテナショップを開店
することを決定した。この時点（phase　l）で，学生が新たな店舗開設に向けて，三浦市や本学
商学部と相談しながら，店のコンセプトやデザイン・レイアウト等を検討し，開店準備に入って
いった。その中で，三浦市の新鮮な野菜と加工魚介類の販売を通して「都会のオアシス」をめざ
すという基本コンセプトが確認され，この基本コンセプトに沿って「なごみま鮮果」の名称も決
定された。これにより，本学商学部と三浦市との間に学生を中心とした「空き店舗共同事業」と
いう明確な関係が生まれることとなったのである。
　しかしながら，開店前は三浦市と千代田区の間には従来は特別なつながりはなかった。図1の
phase　1に示すように，筆者ら［1］のいうクラス0からクラス1のネットワーク（Tree構造の
ネットワーク）へと上昇したが，この時点では三者（本学商学部・三浦市・千代田区）の関係は，
まだ「ネットワークらしくないネットワーク」であったのである。
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　〈phase　2：「なごみま鮮果」開店以降＞
　2004年に，当該現代GPの活動の一環として「なごみま鮮果」が開店されると，地元神田の
商店街の人たちやその利用客と学生との間にface　to　faceのコミュニケーションが生まれると同
時に，三浦市の特産物（新鮮な野菜と加工魚介類）が神田の人たちの中に浸透していくという，
三浦市と千代田区（神田）との間に新たなつながりが生まれることとなった。「なごみま鮮果」
の開店により，本学商学部にとっては，学生の実践的教育，とりわけ商業経営・マーケティング・
地域活性化についての実践的教育が可能になり，三浦市にとっては地域の特産物（野菜と加工魚
介類）を知ってもらうだけでなく，それに対する反応・評価を知る機会ともなったのである。
　こうして，phase　lではクラス1であった三者（本学商学部・三浦市・千代田区）のネットワー
クがクラス6（完全グラフ）へとその連結性を強めていった。当該現代GPの活動および「なご
みま鮮果」を通じて，クラス0のネットワークをクラス1，さらにはクラス6へと上昇させてき
たのである。このようなクラス上昇こそが，大学と社会との間の「ネットワーキング」であり，
地域連携の活動の本質なのである。
6．明治大学商学部の現代GPによる大学と社会との間のネットワーキング
前節でも述べたように，当該現代GPは，大学と地域社会との間に新たなネットワークを生み
出し，それらのネットワーキングとしての役割を果たしてきた。当該現代GPにおける学生のさ
まざまな活動が，新たなネットワークを生み出すこと（ネットワーキング）が，それらの関係性
（連結性）を高めてきたのである。ここでは，このような実績をふまえ，前節と同様に「なごみ
ま鮮果」を事例として，その教育的意義，とりわけ「商学教育の実験・実践の場」としての意義
を検討していくことにしよう。
　当該現代GPでは，2005年にこれが文部科学省より採択されると，まず三浦市と共同で千代
田区の空き店舗に「なごみま鮮果」を開店準備に入った。「なごみま鮮果」の開店に当たって，
店のコンセプト作りから店舗デザイン（外装やレイアウト）まで，すべて学生自身が行ったこと
は，特筆すべき点であろう。また，「なごみま鮮果」のネーミングも，「都会の雑踏の中で少しで
も人々に安らぎを」との気持ちと「三浦市の新鮮な野菜」という意味で，学生が考えたものであ
る。開店後も，仕入れ・採算管理から接客・宣伝まで，学生自身が行っている。これらは，まさ
しく本学商学部のめざす実践的教育・自主的学習として位置づけることができる。
　「なごみま鮮果」の活動は，店舗経営に留まらないところが，その大きな特徴である。学生が
店舗経営のみならず，商店街のイベントや地域のお祭りにも積極的に参加し，当該現代GPの核
となる「地域連携」を実践しているのである。とりわけ，商店街のイベントでは，学生独自の企
画により，都心のドーナツ現象で停滞気味の神田地区において，地域活性化（再活性化）のため
の取組を展開していることは注目に値する。こうした活動を通して，商店街の関係者のみならず，
地元の区民との関係も深まっている。
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　さらに，学生にとっては「なごみま鮮果」が，大学の中で学んだ理論を，実際の活動として実
践するための舞台となっている。理系の学部では，理論を実際の現象として確認する場，すなわ
ち「実験」が正式授業として用意されているが，文系の学部ではこれを大学内で行うことは困難
である。そのため，「実験」による教育が理系の学部に比較して不足していた。文系の学生は，
大学内で学んだ理論を実験によって確かめる場をあまり持たなかったのである。そういった意味
で「なごみま鮮果」での店舗経営や地域連携は，「商学教育の実験・実践の場」としての機能を
発揮しているのである。
　こうした教育効果は，「なごみま鮮果」のみならず，前述の「神田ふれあい市場」，「昌平小学
校での商学部生による金銭教育」，「横須賀市のカレーによる地域活性化研究」，「千代田区の高齢
者と学生との間のIT機器を活用した広域的コミュニティ作り」等においても同様である。当該
現代GPの活動を通して，大学内で学んだ理論を学生が社会で実験・実践する場を作り出し，こ
れまで自然科学に比較して不足していた社会科学（商学）の実験教育・実践教育を充実させてき
たのである。そういった意味で，当該現代GPの教育的意義は，非常に大きいものであろう。
7．おわりに
　本研究では，明治大学商学部における現代GPの意義を総括すべく，金子・山下［1］の「経営
情報学的ネットワーク論」に基づき，当該現代GPプログラムが大学と社会に果たしてきた役割
について検討した。
　そこで，まず現代GPの核となるECMの概念整理を行った上で，当該GPの産学連携と1デュ
ケーションチェーン構築の関係について概観し，上記「経営情報学的ネットワーク論」における
「ネットワークらしさ」の観点（クラス0～クラス6）に基づき，当該GPの活動が本学商学部と
三浦市・千代田区との間の関係を，当該現代GP採択前のクラス0（非連結のネットワーク）か
ら，採択後（「なごみま鮮果」開店以前）にはクラス1（Tree構造のネットワーク）へと上昇さ
せ，さらに．「なごみま鮮果」開店後にはクラス6（完全グラフ）へと上昇させてきたことを指摘
した。さらに，このような活動こそが「大学と地域社会とのネットワーキング」であるという視
点を提示した。
　こうした本研究の議論からも，本学商学部の学生にとっての当該現代GPの教育的意義が十分
に理解されよう。
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